
市債

その他

県

国庫

交付税

繰越金

繰入金

使用料

分担金

市債

依存

自主財源
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合
計
で
前
年
度
よ
り
約
　
億
円
以
上
も
減
少

10

し
て
い
ま
す
。

　
公
共
施
設
の
建
設
費
な
ど
の
す
べ
て
を
税

金
や
国
か
ら
の
交
付
金
で
は
賄
う
こ
と
が
で

き
な
い
た
め
、
不
足
す
る
財
源
を
市
債
な
ど

を
発
行
し
て
対
応
し
て
い
ま
す
。
平
成
　
年
18

度
末
時
点
の
市
債
残
高
は
1
、
2
3
4
億
円

で
、
市
民
1
人
当
た
り
に
換
算
す
る
と
約
　48

万
円
の
借
金
を
し
て
い
る
計
算
に
な
り
ま
す
。

昨
年
度
よ
り
も
若
干
減
っ
て
い
ま
す
が
、　10

年
前
と
比
べ
市
債
残
高
は
約
1
･6
倍
に

な
っ
て
お
り
、
1
年
間
、
収
入（
1
、
0
3
1

億
円
）
を
全
く
使
わ
な
く
て
も
返
済
で
き
な

い
金
額
に
な
っ
て
い
ま
す
。

な
ん
に
使
っ
た
の
？
（
歳
出
）

　
人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
を
ま
と
め
た

「
義
務
的
経
費
」
で
、
4
8
7
億
円
を
使
い
、

支
出
の
約
半
分
を
占
め
て
い
ま
す
。
旧
宇

久
・
小
佐
々
町
と
の
合
併
に
伴
う
議
員
定
数

の
減
少
や
給
与
構
造
改
革
な
ど
で
約
5
･7

億
円
を
節
減
で
き
ま
し
た
が
、
年
々
増
え
続

け
る
扶
助
費
な
ど
に
よ
り
前
年
度
よ
り
も
1

･5
億
円
増
え
ま
し
た
。
こ
れ
ら
の
経
費
は
、

少
子
高
齢
化
へ
適
切
に
対
応
す
る
た
め
に
義

務
的
に
支
出
す
る
も
の
な
の
で
、
減
ら
し
に

く
い
性
質
が
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
ま
ま
収
入
が
増
え
な
け
れ
ば
、
将
来

へ
投
資
す
る
お
金
（
投
資
的
経
費
）
な
ど
を

見
直
す
必
要
が
で
て
き
ま
す
。
こ
の
投
資
的

経
費
は
、
学
校
や
廃
棄
物
処
理
施
設
建
設
な

ど
の
普
通
建
設
事
業
と
台
風
や
豪
雨
に
よ
る

災
害
復
旧
事
業
の
経
費
の
こ
と
で
、
前
年
度

よ
り
　
億
円
増
え
て
、
1
4
5
億
円
使
い
ま

16

し
た
。
ま
た
、
そ
の
ほ
か
主
な
経
費
で
は
、

合
併
に
伴
う
新
し
い
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
の

基
金
（
貯
金
）
を
積
み
立
て
た
の
で
、
前
年

度
よ
り
も
積
立
金
が
　
億
円
増
加
し
ま
し
た
。

22

さ
せ
ぼ
さ
ん
ち
は
大
丈
夫
な
の
？

　
平
成
　
年
度
収
入
（
歳
入
）
か
ら
支
出（
歳

18

出
）
を
差
し
引
く
と
、　
億
円
（
翌
年
度
に

31

繰
り
越
す
経
費
　
億
円
を
除
く
）
の
黒
字
に

10

な
り
、
収
支
の
差
だ
け
を
見
る
と
、
余
裕
の

あ
る
財
政
運
営
が
で
き
た
よ
う
に
映
り
ま
す
。

　
し
か
し
、
こ
れ
は
繰
入
金（
貯
金
の
取
り
崩

し
な
ど
）
な
ど
で
収
入
を
補
っ
た
結
果
で
あ

り
、
実
質
的
に
は
厳
し
い
財
政
状
況
に
あ
る

と
言
え
ま
す
。
さ
ら
に
、
人
口
や
産
業
構
造

が
似
て
い
る
　
の
類
似
都
市
の
中
で
、
本
市

39

は
、
市
税
収
入
が
少
な
い
方
か
ら
数
え
て
3

番
目
で
、
地
方
交
付
税
な
ど
の
依
存
財
源
に

頼
る
財
政
構
造
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
国
の
歳
出
改
革
に
よ
り
今
後
も
依
存
財
源

の
増
加
は
期
待
で
き
ず
、
ま
た
少
子
高
齢
化

に
よ
る
扶
助
費
の
必
然
的
な
増
加
に
加
え
て
、

人
口
減
少
と
い
っ
た
深
刻
な
地
域
の
問
題
も

あ
り
ま
す
。
将
来
に
わ
た
っ
て
安
定
的
に
財

政
運
営
を
行
う
た
め
、
借
金
（
市
債
）
の
残

高
を
少
な
く
し
、「
貯
金
残
高
を
減
ら
さ
な

い
」を
財
政
運
営
上
の
目
標
に
掲
げ
、
そ
の
年

の
収
入
で
そ
の
年
の
支
出
を
賄
う
「
財
政
均

衡
」
を
目
指
し
て
い
き
ま
す
。

冗
財
政
課
、行
政
評
価
推
進
室

緯
　
･1
1
1
1
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災害などで被災した施設
を復旧するためのお金

光熱水費や業務委
託料などのお金

下水道事業や介護保険等
のほかの会計への繰出金

福祉や地域振興の
ために貸すお金

【グラフ2】平成18年度決算（歳出）

歳出
990億円

義務的
経費 
49%

投資的
経費  15%

その他の
経費  
36%

（光熱水費）

災害復旧事業費  1%

物件費  11%

繰出金  8%
（娘への仕送り）

その他  7%

積立金  6%
（貯金）

市職員の給料や議員報酬等

（食費、教育費など）
人件費  18%

生活保護費や障がい
者支援、医療費助成
等福祉に使うお金

扶助費  18%
（医療費）

市債の元金・利子や一時
借金の利子

公債費  13%
（ローン返済）

道路や学校など、公共
施設の新築・改修に必
要なお金

普通建設事業費  14%

基金への積み立て

貸付金  4%

自力の収入
454億円

（お父さんの給料）
国や銀行から
借りたお金

市の貯金から引き出し
たお金など

国の税金から市がもらうお金

借金したお金 
102億円

国との共同事業で
もらったお金

【グラフ1】平成18年度決算（歳入）

もらったお金
475億円

（実家からの仕送り）

分担金･
負担 金  2%

使用料･
手数料等   7%

歳入
1,031億円

市税  26%

繰入金   4%

自主財源
　  44%

依存財源
　 56%

地方交付税  22%

国庫支出金  13%

その他  7%

市債  10%

昨年度残ったお金
繰越金   4%

（貯金の取り崩し）

（お母さんの
　パート収入）

（お母さんの
　パート収入）

（実家からの仕送り）

（実家からの仕送り）
（家のリフォームなど）

（車の修理代など）（貸付金）

※各数値はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

（繰越金）

（借金）

09

（実家からの仕送り）
県支出金  5%
県からもらったお金

（家のリフォームなど）

厳
し
い
台
所
事
情

　
本
市
の
財
政
（
平
成
　
年
度
 普
 通
会
計
の

※

18

収
入
1
、
0
3
1
億
円
）
を
、
年
収
5
0
0

万
円
の
さ
せ
ぼ
さ
ん
ち
の
家
計
簿
に
置
き
換

え
る
と
上
表
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。
本
市
の

主
な
財
源
で
あ
る
市
税
、
地
方
交
付
税
な
ど

を
家
庭
の
給
料
な
ど
に
、
ま
た
市
政
の
運
営

に
必
要
な
人
件
費
や
物
件
費
等
を
生
活
費
な

ど
に
例
え
て
表
し
て
い
ま
す（
グ
ラ
フ
1
、
2

参
照
）。

　
ま
ず
「
現
金
収
入
」
の
内
訳
を
見
て
み
ま

し
ょ
う
。
こ
の
中
で
、
お
父
さ
ん
の
給
料（
市

税
）
は
、
約
　
万
円
し
か
な
く
、
お
母
さ
ん

11

の
パ
ー
ト
収
入
（
分
担
金
・
負
担
金
や
使
用

料
等
）
が
約
4
万
円
。
あ
と
の
約
　
万
円
は

19

実
家
か
ら
の
仕
送
り
（
地
方
交
付
税
や
国
庫

支
出
金
等
）
で
ま
か
な
い
、
そ
の
上
借
金
（
市

債
）
ま
で
も
し
て
い
ま
す
。

　
続
い
て
「
生
活
費
」
の
内
訳
を
見
て
み
る

と
、
食
費
（
人
件
費
）
や
医
療
費
（
扶
助
費
）、

ロ
ー
ン
返
済
（
公
債
費
）
な
ど
の
固
定
的
な

経
費
の
割
合
が
支
出
の
半
分
を
占
め
、
し
か

も
医
療
費
は
年
々
増
え
続
け
て
い
る
状
況
で

す
。

　
こ
れ
ま
で
も
家
族
み
ん
な
で
よ
く
考
え
て
、

買
い
物
の
優
先
順
位
を
決
め
、
不
必
要
な
物

を
買
わ
な
い
よ
う
に
心
掛
け
、
収
入
に
見

合
っ
た
支
出
を
目
指
し
て
き
ま
し
た
が
、
固

定
的
な
経
費
の
増
加
と
多
額
の
ロ
ー
ン
残
高

が
家
計
の
重
し
と
な
り
、
ま
た
実
家
の
家
計

の
見
直
し
に
よ
る
仕
送
り
の
減
少
も
重
な
り
、

今
後
も
厳
し
い
台
所
（
財
政
）
事
情
が
続
き

ま
す
。

実
際
の
収
入
は
い
く
ら
？
（
歳
入
）

　
少
し
難
し
い
言
葉
が
出
て
き
ま
す
が
、
こ

こ
か
ら
は
、
さ
せ
ぼ
さ
ん
ち
の
家
計
簿
の
基

と
な
っ
て
い
る
実
際
の
本
市
の
家
計
簿
「
平

成
　
年
度
決
算
歳
入
・
歳
出
（
 普
 通
会
計
）」

*

18
の
内
訳
を
見
て
み
ま
し
ょ
う（
グ
ラ
フ
1
、
2

参
照
）。

　
収
入
（
グ
ラ
フ
1
）
で
も
っ
と
も
大
き
な

も
の
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ

い
た
市
民
税
や
固
定
資
産
税
な
ど
の
「
市
税
」

で
す
。
収
入
の
　
％
（
2
6
9
億
円
）
を
占

26

め
て
お
り
、
前
年
度
と
比
べ
る
と
0
･3
％
増

え
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
平
成
　
年
に
景
気

11

対
策
で
始
ま
っ
た
定
率
減
税
（
個
人
所
得
に

賦
課
さ
れ
る
市
民
税
な
ど
を
減
税
す
る
制

度
）が
、
平
成
　
年
度
に
縮
小
さ
れ
た
た
め
個

18

人
市
民
税
が
増
加
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
で

す
。

　
続
く
大
き
な
収
入
は
、
国
か
ら
与
え
ら
れ

る
財
源
「
地
方
交
付
税
」
と
「
国
庫
支
出
金
」

で
す
。
前
者
は
、
国
に
納
め
ら
れ
た
所
得
税

や
消
費
税
な
ど
国
税
の
一
部
を
、
地
方
自
治

体
の
財
政
力
の
格
差
を
調
整
す
る
た
め
に
国

か
ら
配
分
さ
れ
る
も
の
で
、
自
由
に
使
う
こ

と
が
で
き
る
財
源
で
す
。
ま
た
後
者
は
、
国

と
地
方
自
治
体
が
協
力
し
て
行
う
公
共
事
業

な
ど
に
国
か
ら
与
え
ら
れ
る
財
源
で
、
使
い

道
が
指
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
財
源

を
合
わ
せ
る
と
、
歳
入
の
　
％
（
3
5
3
億

35

円
）を
占
め
、
市
の
重
要
な
収
入
源
で
あ
る
こ

と
が
分
か
り
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、「
国
の

三
位
一
体
改
革
」で
、
地
方
交
付
税
の
見
直
し

や
国
庫
支
出
金
の
削
減
が
行
わ
れ
て
お
り
、

本
市
の
平
成
　
年
度
（
平
成
　
年
4
月
1
日
か
ら
平
成
　
年
3
月
　
日
ま
で
）

18

18

19

31

の
台
所
（
財
政
）
事
情
を
、
ご
家
庭
の
家
計
簿
に
例
え
て
説
明
し
ま
す
。

※普通会計：ほかの地方公共団体との財政比較のために統計上全国的に用いられる会計区分で、市が行う仕事に必要な収入・支出を
　まとめた財布である一般会計と、特定の事業用の財布である特別会計の一部（住宅事業等）を合わせたもの。

させぼさんちの家計簿
本市の財政を年収500万円に置き換えた場合の
平成18年4月から平成19年3月の間の月平均額

支出収入
226,900円生活費合計339,800円現金収入合計

【内訳】【内訳】
61,900円食費　108,700円お父さんの給料
73,000円医療費 39,100円お母さんのパート収入
51,400円光熱水費　　192,000円実家からの仕送り
2,600円車の修理代
38,000円教育費
33,800円娘への仕送り41,300円借金
51,500円ローン返済17,400円貯金の取り崩し
45,800円家のリフォーム18,200円繰越金
17,200円貸付金
24,800円預金

400,000円合計416,700円合計

 16,700円収入と支出の差

  5,984,000円ローン残高644,900円預金残高

　
万
市
民
の
台
所
事
情

25さ
せ
ぼ
さ
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